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現在、中国は 2030 年前に二酸化炭素（CO2）排出量をピークアウトさせ、2060 年前にカーボンニュートラル
を実現させるとの目標（「3060 目標」）に向けて様々な関係者が取り組みを進めている。本稿では時系列的

に中国の取り組みを紹介し、今後の展望を述べる。

1
．2
0
2
0
年
度「
3
0
6
0
目

標
の
公
表
」

　

２
０
２
０
年
9
月
22
日
、
習
近
平

国
家
主
席
は
国
連
総
会
の
一
般
演
説
で

「
３
０
６
０
目
標
」
を
掲
げ
、「
国
が
決

定
す
る
貢
献
」（
N
D
C
：N

ationally 

D
eterm

ined Contributions

）
を
高

め
る
こ
と
を
発
表
し
た
。
ま
た
３
０
６
０

目
標
の
補
足
と
し
て
、
２
０
２
０
年
12
月

の
国
連
等
主
催
の
気
候
野
心
サ
ミ
ッ
ト
で

は
、
30
年
ま
で
に
単
位
G
D
P
あ
た
り

の
C
O

2

排
出
量
を
05
年
比
で
65
％
以

上
削
減
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め

る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
約
25
％
に
、
森

林
蓄
積
量
を
05
年
比
で
60
億
立
方
メ
ー
ト

ル
増
加
、
風
力
発
電
と
太
陽
光
発
電
の
総

設
備
容
量
を
12
億
k
W
以
上
と
す
る
こ

と
を
表
明
し
た
。

　

こ
の
国
際
公
約
は
、
21
年
3
月
12
日
に

全
国
人
民
代
表
大
会
が
承
認
し
た
「
国
民

経
済
お
よ
び
社
会
発
展
第
14
次
五
カ
年
規

画
と
35
年
ま
で
の
長
期
目
標
綱
要
」
で
国

内
的
に
担
保
さ
れ
た
。
気
候
変
動
へ
の
対

応
に
関
し
て
記
述
し
た
第
38
章
第
4
節
で

は
「
2
0
3
0
年
の
N
D
C
を
実
施
し
、

30
年
ま
で
の
C
O
2

排
出
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト

行
動
計
画
を
策
定
す
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
総
量
と
原
単
位
の
二
重
の
抑
制
制
度
を

整
備
し
、
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
消
費
を
重

中国「3060目標」達成に向けた
取り組みと展望

の
C
O
2

排
出
量
を
25
年
に
18
％
削
減
す

る
（
20
年
比
）
こ
と
を
掲
げ
た
。
同
様
に

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石

エ
ネ
ル
ギ
ー
も
30
年
の
約
25
％
に
向
け
て
、

25
年
に
約
20
％
と
す
る
目
標
も
設
定
し
た

（
図
表
1
）。

点
的
に
抑
制
す
る
。
C
O
2

原
単
位
抑
制

を
主
と
し
C
O
2

排
出
総
量
抑
制
を
副
と

す
る
制
度
を
実
施
し
、
条
件
の
整
う
地
域

が
率
先
し
て
C
O
2

排
出
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト

を
達
成
す
る
こ
と
を
支
持
す
る
。
ク
リ
ー

ン
、
低
炭
素
、
安
全
で
高
効
率
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
推
進
し
、
工
業
、
建
築
、
交
通
等

の
分
野
に
お
け
る
低
炭
素
転
換
を
強
力
に

推
進
す
る
。
メ
タ
ン
や
フ
ロ
ン
ガ
ス
等
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
を
強
化
す
る
。

2
0
6
0
年
ま
で
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
を
達
成
す
る
よ
う
努
め
、
よ
り
強
力

な
政
策
と
措
置
を
採
用
す
る
。
地
球
温

暖
化
が
我
が
国
の
脆
弱
な
地
域
に
与
え
る

影
響
に
関
す
る
観
測
お
よ
び
評
価
を
強
化

し
、
都
市
・
農
村
建
設
、
農
業
生
産
、
イ

ン
フ
ラ
等
の
気
候
変
動
適
応
能
力
を
向
上

さ
せ
る
。
公
平
性
、
共
通
だ
が
差
異
の
あ

る
責
任
お
よ
び
各
国
の
能
力
の
原
則
を
堅

持
し
、
気
候
変
動
に
関
す
る
国
際
協
力
に

建
設
的
に
参
画
、
リ
ー
ド
し
、
国
連
気
候

変
動
枠
組
条
約
・
パ
リ
協
定
の
実
施
を
推

進
し
、
気
候
変
動
に
関
す
る
南
南
協
力
を

積
極
的
に
展
開
す
る
」
と
記
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
3
0
6
0
目
標
の
う
ち
30
年

前
の
C
O
2

排
出
量
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
は

第
14
次
五
カ
年
規
画
（
2
0
2
1
〜
25

年
）
と
第
15
次
五
カ
年
規
画
（
26
〜
30
年
）

の
2
つ
の
期
間
に
ま
た
が
る
た
め
、
25
年

ま
で
の
目
標
と
し
て
単
位
G
D
P
当
た
り

染野 憲治
早稲田大学 現代中国研究所 招聘研究員

2020年実績 2025年 2030年 2060年

二酸化炭素排出量 （約100億t） ピークアウト
カーボン
ニュートラル

石炭消費量
（約40億t、CO2排出量
の約7割の原因）

ピークアウト

一次エネルギー消費に占める非
化石エネルギー比率（％）

15.9 約20 約25 80以上

風力発電及び太陽光発電総設備
容量（億kW）

5.3 12

単位GDPあたりのエネルギー消費
量（％）

2015年比-13.2 2020年比-13.5

単位GDPあたりの二酸化炭素排
出量（％）

2015年比-18.8
2005年比-48.4

2020年比-18
2005年比-57.7*

2025年比ー17.3*

2005年比-65

出所：「新発展理念の完全かつ正確な全面的貫徹によるCO2排出量ピークアウト・カーボンニュートラル実現に関する中共中央、国務院の意見」、「中国気候変動対応の政
策と行動」等を元に作成
＊：筆者試算の値

主な気候変動関連目標図表1　主な気候変動関連目標
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2
．2
0
2
1
年
度「
1
＋
N
政
策

体
系
の
整
備
」

　

21
年
10
月
24
日
に
「
新
発
展
理
念
の

完
全
か
つ
正
確
な
全
面
的
貫
徹
に
よ
る

C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
関
す
る
中
国
共

産
党
、
中
央
国
務
院
意
見
」（
以
下
、「
意

見
」）、
同
月
26
日
に
「
2
0
3
0
年
前
の

C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
行
動
方
案

に
関
す
る
国
務
院
通
知
」（
以
下
、「
方
案
」）

が
公
表
さ
れ
た
。
近
年
、
中
国
で
は
様
々

な
政
策
分
野
で
「
頂
層
設
計
」（
ト
ッ
プ
ダ

ウ
ン
）
で
の
基
礎
的
指
導
文
書
（
＝
1
）

と
そ
の
付
随
文
書
（
＝
N
）
に
よ
る
政
策

体
系
（
1
＋
N
）
と
い
う
方
式
が
活
用

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
「
意
見
」
と
「
方
案
」

は
3
0
6
0
目
標
達
成
に
向
け
た
「
1
」

に
該
当
す
る
。
全
13
章
の
「
意
見
」
は
60

年
ま
で
を
、
全
６
章
の
「
方
案
」
は
30
年

ま
で
を
射
程
と
し
、
両
者
と
も
１
章
は
全

体
的
要
求
、
２
章
は
主
な
目
標
で
、
そ
の

後
に
具
体
的
な
取
り
組
み

が
記
さ
れ
て
い
る
（
図
表

2
）。

　
「
1
＋
N
」
の
政
策
体

系
が
整
っ
た
こ
と
で
、
現

在
に
至
る
ま
で
「
N
」
に

該
当
す
る
通
知
が
多
数
発

出
さ
れ
て
い
る
。
21
年
11

月
に
は
国
家
機
関
事
務
管

理
局
、
国
家
発
展
改
革
委

員
会
、
財
政
部
、
生
態
環

境
部
共
同
で
「
C
O
2

排

出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
行
動

方
案
を
推
進
す
る
た
め
の

公
共
機
関
の
グ
リ
ー
ン
、

低
炭
素
率
先
行
動
の
実
施

に
関
す
る
通
知
」
が
出
さ

れ
た
。「
隗
よ
り
始
め
よ
」

に
倣
っ
た
の
か
、
本
通
知

で
は
25
年
ま
で
に
全
国
の

公
共
機
関
の
年
間
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
を
標
準
炭

換
算
1
億
8
9
0
0
万

ト
ン
以
内
、
C
O
2

排
出

量
を
4
億
ト
ン
以
内
に
抑
制
、
単
位
建
築

面
積
当
た
り
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
20

年
比
で
5
％
減
、
C
O
2

排
出
量
を
7
％

減
と
し
、
条
件
が
整
う
公
共
機
関
は
25
年

ま
で
に
、
そ
の
他
も
可
能
な
限
り
30
年
よ

り
前
倒
し
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
達
成
を
目
標

と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
3
0
6
0
目
標
の
実
現
に
関

し
て
、
21
年
12
月
に
国
有
資
産
監
督
管
理

委
員
会
よ
り
「
中
央
企
業
」
に
向
け
た
指

導
意
見
、
22
年
2
月
に
中
華
全
国
工
商
業

連
合
会
よ
り
「
民
営
企
業
」
に
向
け
た
指

導
意
見
が
出
さ
れ
た
。
ま
た
同
年
1
月
に

は
国
家
発
展
改
革
委
員
会
他
よ
り
グ
リ
ー

ン
消
費
の
促
進
に
関
す
る
計
画
も
示
さ
れ

た
。
計
画
の
主
な
内
容
は
食
料
、
衣
料
、

住
宅
、
交
通
、
家
電
や
家
庭
用
品
な
ど
の

製
品
、
文
化
お
よ
び
観
光
、
電
力
等
の
分

野
で
の
消
費
の
グ
リ
ー
ン
化
、
そ
の
た
め

の
技
術
開
発
、
物
流
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
や

リ
サ
イ
ク
ル
等
の
推
進
、
法
制
度
、
統
計
、

財
政
、
金
融
等
の
支
援
措
置
に
つ
い
て
担

当
部
門
を
割
り
振
る
も
の
だ
が
、
目
標
に

は
25
年
ま
で
に
「
グ
リ
ー
ン
消
費
の
概
念

が
人
々
の
心
に
深
く
根
付
き
、
贅
沢
や
浪

費
が
効
果
的
に
抑
制
さ
れ
る
」、
30
年
ま

で
に
「
国
民
が
意
識
的
に
グ
リ
ー
ン
消
費

方
式
を
選
択
す
る
」
こ
と
も
掲
げ
て
お
り
、

「
国
民
」
に
向
け
た
指
導
意
見
に
も
見
え

る
。

一．全体要求
（一）指導思想

（二）業務原則

二．主な目標

2025年：非化石エネルギー消費比率は約20％、2020年比でGDP単位あたりのエネルギー消費量は
13.5％減、GDP単位あたりのCO2排出量は18％減
2030年：非化石エネルギー消費比率は約25％、2005年比でGDP単位あたりのCO2排出量は65％
以上減

三．重点任務

（一）エネルギーのグリーン、低炭素化行動、（二）省エネ及びCO2削減効率化行動、
（三）工業分野のCO2排出量ピークアウト行動、（四）都市農村建設のCO2排出量ピークアウト行動、
（五）交通輸送のグリーン、低炭素行動、（六）循環経済のCO2削減サポート行動、
（七）グリーン、低炭素の科学技術イノベーション行動、（八）炭素隔離能力の強化向上行動
（九）グリーン、低炭素の国民行動、（十）各地域の秩序ある段階的CO2排出量ピークアウト行動

四．国際協力

（一）グローバル気候ガバナンスへの深い関与

（二）グリーン経済貿易、技術及び金融協力の実施
（三）グリーン「一帯一路」建設の推進

五．政策保障

（一）統一的、規範的なCO2排出量統計及び会計システムの確立

（二）法律、法規、規格の整備
（三）経済政策の整備
（四）市場化メカニズムの確立、整備

六．組織的実施
（一）統括、協調の強化
（二）責任の履行強化
（三）厳格な監督、査定

2030年前のCO2排出量ピークアウト行動方案に関する国務院通知

CO2排出量ピークアウト十大行動

重点任務 主な内容 主な関連通知（2022年、日付は公表日）

1．エネルギーのグリーン、低

炭素化行動

石炭、新エネルギー、水力、原子力、石油及びガス消費、電

力システム等

2月11日「エネルギーのグリーン・低炭素転換のための制度的メカニズム及び政策措置の改善に関す

る意見」（発展改革委、国家エネルギー局）

2．省エネ及びCO2削減効率

化行動

プロジェクト、機器、インフラの省エネ化、管理プロジェクト、

機器、インフラの省エネ化、管理等

（同上）

3．工業分野のCO2排出量

ピークアウト行動

産業構造の転換や鉄鋼業、非鉄金属産業、建築材料産業、

石油化学・化学産業におけるピークアウトの推進、「両高」プ

ロジェクトの抑制等

8月1日「工業セクターにおけるCO2排出量ピークアウト実施計画の通知」（工業情報部、発展改革委、

生態環境部）

11月8日「建材業におけるCO2排出量ピークアウト実施計画の通知」（工業情報部等4部門）

11月15日「非鉄金属業におけるCO2排出量ピークアウト実施計画の通知」（工業情報部等3部門）

4．都市農村建設のCO2排

出量ピークアウト行動

建築物の省エネ化や新エネルギーの利用、低炭素な都市及

び農村の建設計画づくり等

7月13日「都市農村建設セクターにおけるCO2排出量ピークアウト実施計画の通知」（住宅都市建設

部、発展改革委）

5．交通輸送のグリーン、低

炭素行動

建築物の省エネ化や新エネルギーの利用、低炭素な都市及

び農村の建設計画づくり等

6月24日「『新発展理念の完全かつ正確な全面的貫徹によるCO2排出量ピークアウト、カーボンニュー

トラル実現に関する中国共産党、中央国務院意見』の貫徹実施に関する意見」（交通運輸部、国家鉄

路局、中国民用航空局、国家郵政局）

6．循環経済のCO2削減サ

ポート行動

産業園区での資源循環、個別廃棄物の資源化率の向上、

廃棄物の回収から再利用までの循環システム、生活ごみの
減量化、資源化等

ー

7．グリーン、低炭素の科学

技術イノベーション行動

イノベーションのための制度、組織のキャパシティビルディング

や人材育成、研究プロジェクトの実施など研究開発の強化、
加速等

8月18日「CO2排出量ピークアウト、カーボンニュートラルを支える科学技術に関する実施計画（2022-

2030年）の通知」（科学技術部、発展改革委等9部門）

8．炭素隔離能力の強化向

上行動

森林や海洋など生態系における炭素吸収、農業及び農村に

おける新エネルギーの利用や温室効果ガスの発生抑制 等

6月30日「農業農村における排出削減と炭素隔離の実施計画の通知」（農業農村部、発展改革委）

9．グリーン、低炭素の国民

行動

宣伝教育、ライフスタイルの転換、企業の社会的責任、共産

党等の幹部教育の強化等

1月21日「グリーン消費の促進に関する実施計画の通知」（発展改革委等7部門）

11月9日「グリーン・低炭素発展のための国民教育システム構築の実施計画の通知」（教育部）

10．各地域の秩序ある段階

的CO2排出量ピークアウト行

動

ピークアウト目標の設定と計画策定、地域の実情に応じた発

展、パイロットプロジェクトの実施等

各省区市がCO2排出量ピークアウト、カーボンニュートラル実現に関する意見、CO2排出量ピークアウト

行動方案を公表（省、自治区、直轄市）

その他 1～10の分野に跨る汚染及びCO2の相乗的な削減対策 6月17日「汚染及びCO2削減コベネフィット実施計画の通知」（生態環境部等7部門）

出所：「2030年前のCO2排出量ピークアウト行動方案に関する国務院通知」ほか公開情報を元に作成

図表2　2030年前のCO2 排出量ピークアウト行動方案に関する国務院通知

図表3　CO2 排出量ピークアウト十大行動
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3
．2
0
2
2
年
度「
C
O
2
排
出

量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
十
大
行
動
等
の

加
速
」

　

先
に
紹
介
し
た
「
方
案
」
で
示
さ
れ
た

10
の
重
点
任
務
は
「
C
O
2

排
出
量
ピ
ー

ク
ア
ウ
ト
十
大
行
動
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

十
大
行
動
で
掲
げ
ら
れ
た
分
野
に
つ
い

て
は
、
関
連
す
る
五
カ
年
計
画
な
ど
も
あ

り
、
こ
れ
ら
も
「
N
」
に
該
当
す
る
も
の

と
考
え
ら
れ
る
が
、
一
部
の
分
野
で
は
特

に
C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
に
焦
点

を
当
て
た
通
知
が
発
出
さ
れ
て
い
る
（
図

表
3
）。

　

十
大
行
動
の
う
ち
第
十
の
各
地
域
に
つ

い
て
は
、
省
、
自
治
区
、
直
轄
市
で
中
央

政
府
の
「
意
見
」
お
よ
び
「
方

案
」
を
踏
ま
え
、
21
年
12
月

16
日
公
表
の
吉
林
省
を
皮
切

り
に
各
地
域
が
計
画
を
策
定

し
て
い
る
。
23
年
3
月
6
日

現
在
、
C
O
2

排
出
量
ピ
ー

ク
ア
ウ
ト
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
実
現
に
関
し
て
60
年

ま
で
を
射
程
と
す
る
意
見
、

C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ

ト
に
関
し
て
30
年
ま
で
を
射

程
と
す
る
方
案
の
い
ず
れ
か

ま
た
は
両
方
を
公
表
し
た
地

域
は
26
省
区
市
で
、
未
公
表

は
遼
寧
、湖
北
、甘
粛
、新
疆
、

チ
ベ
ッ
ト
の
5
省
区
で
あ
る
。

　

各
地
域
の
計
画
を
比
較
し

て
特
徴
的
な
の
は
、
目
標
と

す
る
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

（
地
域
に
よ
り
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
）
の
比
率
で
あ
る
。

各
地
域
の
発
電
設
備
容
量
の
規
模
の
違
い

や
太
陽
光
、
風
力
以
外
の
発
電
施
設
（
水

力
発
電
、
原
子
力
発
電
）
の
有
無
も
違
う

の
で
、
こ
の
比
率
だ
け
で
単
純
に
比
較
は

で
き
な
い
が
、
25
年
の
目
標
値
で
青
海
省

の
52
・
2
％
、
四
川
省
の
41
・
5
％
な
ど

が
際
立
っ
て
い
る
。
計
画
全
文
を
見
て
も

青
海
省
は
他
地
域
に
比
べ
多
く
の
具
体
的

な
目
標
を
掲
げ
て
お
り
、
3
0
6
0
目
標

を
奇
貨
と
し
て
地
域
の
発
展
に
つ
な
げ
た

い
意
欲
が
見
え
る
（
図
表
4
）。

　

方
案
で
は
十
大
行
動
の
ほ
か
に
、
こ
れ

を
支
え
る
横
断
的
政
策
と
し
て
、
①
統
一

的
、
規
範
的
な
C
O
2

排
出
量
統
計
お
よ

び
会
計
シ
ス
テ
ム
、
②
法
律
、
法
規
、
規

格
、
③
経
済
政
策
、
④
市
場
化
メ
カ
ニ
ズ

ム
の
4
点
が
記
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
横
断
的
政
策
に
関
し
て
も
22

年
に
、
❶
4
月
2
日
「
統
一
、
標
準
的

な
C
O
2

排
出
量
統
計
お
よ
び
会
計
シ
ス

テ
ム
の
構
築
を
加
速
さ
せ
る
た
め
の
実
施

計
画
」（
国
家
発
展
改
革
委
員
会
、
国
家

統
計
局
、
生
態
環
境
部
）、
❷
5
月
25
日

「
C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
業
務
遂
行
へ
の
財
政

支
持
に
関
す
る
意
見
」（
財
政
部
）、
❸

10
月
18
日
「
C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ

ト
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
標
準
計
量

シ
ス
テ
ム
の
適
正
構
築
の
た
め
の
実
施
計

画
」（
市
場
監
督
総
局
、
国
家
発
展
改
革

委
員
会
、
生
態
環
境
部
な
ど
9
部
門
）
の

通
知
が
出
て
い
る
。

　

❶
に
つ
い
て
は
、
目
標
と
し
て
23
年
ま
で

に
統
一
、
標
準
的
な
C
O
2

排
出
量
統
計

お
よ
び
会
計
シ
ス
テ
ム
の
初
期
構
築
を
行

い
、
25
年
ま
で
に
信
頼
性
の
高
い
シ
ス
テ
ム

へ
と
改
良
を
行
う
。
組
織
の
分
担
と
し
て

は
国
家
統
計
局
が
国
お
よ
び
地
方
（
省
区

市
）
の
C
O
2

排
出
量
の
統
計
、
会
計
シ

ス
テ
ム
を
構
築
す
る
。
生
態
環
境
部
は
関

連
部
門
と
連
携
し
て
産
業
、
企
業
、
主
要

製
品
の
C
O
2

排
出
量
の
算
定
方
法
の
確

立
、
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
イ
ン
ベ
ン
ト
リ

の
作
成
を
行
う
。
ま
た
、
国
家
統
計
局
お

よ
び
生
態
環
境
部
は
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

係
数
の
国
家
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
、
更

新
を
行
う
。
な
お
、
C
O
2

排
出
量
に
関

す
る
方
法
論
の
研
究
は
大
学
、
研
究
機
関
、

企
業
、
政
府
系
団
体
が
実
施
す
る
こ
と
を

奨
励
す
る
。

　

❷
に
つ
い
て
は
、
目
標
と
し
て
25
年
ま

で
に
財
政
政
策
手
段
を
充
実
化
、
金
融

お
よ
び
税
制
政
策
の
枠
組
み
を
確
立
、
60

年
ま
で
に
政
策
シ
ス
テ
ム
を
成
熟
さ
せ
る
。

財
政
政
策
と
し
て
財
政
資
金
の
役
割
の
強

化
、
市
場
化
お
よ
び
多
様
な
投
資
メ
カ
ニ

ズ
ム
の
構
築
、
税
制
政
策
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
と
抑
制
効
果
の
発
揮
、
政
府
の
グ
リ
ー

ン
調
達
の
改
善
等
を
行
う
。
ま
た
中
国

を
「
途
上
国
」
と
し
て
位
置
づ
け
、
多
国

図表4　一次エネルギー消費に占める非化石エネルギー比率の目標値（%）
2025 2030 2060

北京 14.4**11 約25**11

天津 11.7 16
河北 13 19
山西 12 18
内蒙古 18 約25
吉林 17.7 約20
黒竜江 約15 20
上海 20 25
江蘇 18 増加
浙江 約24 約30 80
安徽 15.5 22 約80
福建 27.4 30 80
江西 18.3 国設定の目標値 80
山東 約13 約20 80
河南 2020年比5％増 増加
湖南 約22 約25 80
広東 32 約35 80
広西 約30 約35
海南 22及び10**11 約54
重慶 25 28 80
四川 約41.5 約43.5
貴州 約20～21.6 約25
雲南 増加
陝西 約16 約20 70
青海 52.2 約55
寧夏 約15 約20

＊1：再生可能エネルギー（非化石エネルギーから原子力を
除く）の比率
＊2：2023年3月6日現在、遼寧、湖北、西藏、甘粛、新疆
は意見、方案を未公表

出所：公開情報（各省区市のCO2排出量ピークアウト、カーボ
ンニュートラル実現に関する意見、CO2排出量ピークアウト行
動方案）を元に作成

一次エネルギー消費に占める非化石エネルギー比率の目標値（％）

＊ 1　再生可能エネルギー（非化石エネルギーか
ら原子力を除く）の比率。
＊2　吉林及び広西は「意見」及び「方案」の目
標値が異なっている。この2省区は、より最近発出
された「方案」の目標値を採用した。
＊3　2023年 3月6日現在、遼寧、湖北、西藏、
甘粛、新疆は意見、方案を未公表。
（出所）公開情報（各省区市のCO2 排出量ピーク
アウト、カーボンニュートラル実現に関する意見、
CO2 排出量ピークアウト行動方案）をもとに作成
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間
お
よ
び
二
国
間
の
気
候
変
動
資
金
調
達

ル
ー
ト
を
保
持
し
、
国
際
金
融
機
関
お
よ

び
外
国
政
府
か
ら
中
国
へ
の
技
術
、
資
金
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
援
助
を
引
き
続
き
求
め
る

考
え
も
示
さ
れ
て
い
る
。

　

資
金
確
保
に
向
け
て
は
20
年
10
月
に
、

生
態
環
境
部
、
国
家
発
展
改
革
委
員
会
、

中
国
人
民
銀
行
、
中
国
銀
行
保
険
監
督

管
理
委
員
会
、
中
国
証
券
監
督
管
理
委

員
会
が
共
同
で
「
気
候
変
動
対
応
投
融
資

の
促
進
に
関
す
る
指
導
意
見
」
の
通
知
を

発
出
し
た
。
本
通
知
に
基
づ
く
一
つ
の
取

り
組
み
と
し
て
、
生
態
環
境
部
、
国
家
発

展
改
革
委
員
会
ら
は
「
気
候
投
融
資
パ
イ

ロ
ッ
ト
事
業
」
を
進
め
て
い
る
。
パ
イ
ロ
ッ

ト
事
業
の
対
象
地
域
は
3
〜
5
年
内
に
気

候
投
融
資
の
発
展
に
関
す
る
政
策
環
境
を

整
備
、
市
場
プ
レ
イ
ヤ
ー
の
育
成
、
気
候

投
融
資
発
展
モ
デ
ル
の
模
索
、
気
候
投
融

資
の
国
際
協
力
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
形

成
を
行
い
、
資
本
、
人
材
、
技
術
等
の
要

素
、
資
源
が
気
候
投
融
資
分
野
に
集
ま
る

よ
う
に
す
る
。
22
年
8
月
に
は
対
象
地
域

が
公
表
さ
れ
、
北
京
市
密
雲
区
、
通
州
区
、

上
海
市
浦
東
新
区
な
ど
大
都
市
か
ら
内
蒙

古
自
治
区
包
頭
市
、
甘
粛
省
蘭
州
市
な
ど

内
陸
の
都
市
ま
で
23
の
市
、
区
が
選
定
さ

れ
た
。

　

❸
に
つ
い
て
は
、
目
標
と
し
て
25
年
ま

で
に
C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
標
準
計
量
シ
ス
テ
ム

を
基
本
的
に
確
立
す
る
。
主
要
分
野
の

C
O
2

計
量
技
術
等
が
向
上
、
2
0
0

以
上
の
計
量
基
準
を
新
設
ま
た
は
改
正
、

2
0
0
以
上
の
計
量
技
術
仕
様
を
制
定

ま
た
は
改
定
、2
0
0
以
上
の
標
準
物
質
、

サ
ン
プ
ル
を
開
発
、
1
0
0
0
以
上
の
国

家
基
準
お
よ
び
産
業
基
準
を
完
成
、
30
以

上
の
国
際
基
準
の
制
定
ま
た
は
改
訂
に
参

加
、
市
場
が
自
主
的
に
制
定
す
る
基
準
の

数
量
と
品
質
を
大
き
く
向
上
さ
せ
る
。
30

年
ま
で
に
C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
標
準
計
量
シ
ス

テ
ム
を
さ
ら
に
堅
固
な
も
の
に
す
る
。
重

点
産
業
と
製
品
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
基
準

の
主
要
な
技
術
指
標
が
国
際
的
ト
ッ
プ
レ

ベ
ル
に
達
し
、
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
基

準
シ
ス
テ
ム
が
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
さ
れ
、
炭

素
回
収
貯
蔵
（
C
C
U
S
）
お
よ
び
生

態
系
炭
素
吸
収
源
の
基
準
を
改
善
す
る
。

60
年
ま
で
に
、
技
術
レ
ベ
ル
や
管
理
効
率

を
さ
ら
に
高
度
化
、
国
際
的
な
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
標
準
計
量
シ
ス
テ
ム
を
確

立
す
る
。
組
織
の
分
担
と
し
て
は
、
市
場

監
督
総
局
お
よ
び
生
態
環
境
部
が
主
導

し
、
関
連
部
門
と
連
携
し
て
C
O
2

排
出

量
に
関
す
る
基
礎
的
な
一
般
基
準
制
度
を

整
備
す
る
。
ま
た
、
重
点
分
野
（
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
、
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
電
力
シ

ス
テ
ム
、
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ク
リ
ー
ン

利
用
、
工
業
、
交
通
運
輸
、
イ
ン
フ
ラ
、

農
業
お
よ
び
農
村
、
公
共
機
関
、
資
源
循

環
）
に
関
す
る
C
O
2

排
出
削
減
基
準
制

度
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
関
連
部
門
が

構
築
す
る
。
さ
ら
に
C
O
2

除
去
基
準
制

度
（
炭
素
回
収
貯
蔵
、
炭
素
吸
収
等
）、

市
場
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
基
準
制
度（
グ
リ
ー

ン
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
、炭
素
排
出
権
取
引
等
）、

計
測
技
術
シ
ス
テ
ム
（
基
礎
的
な
計
量
技

術
、
横
断
お
よ
び
重
点
分
野
の
計
量
技
術

等
）、
計
量
管
理
シ
ス
テ
ム
（
計
量
の
制

度
規
則
、
技
術
仕
様
、
監
督
管
理
等
）、

計
量
サ
ー
ビ
ス
シ
ス
テ
ム
（
社
会
公
共
、

産
業
領
域
の
計
量
サ
ー
ビ
ス
、
第
三
者
に

よ
る
計
量
サ
ー
ビ
ス
等
）
に
つ
い
て
も
関

連
部
門
に
て
対
応
す
る
。

　

こ
の
国
家
基
準
づ
く
り
は
既
に
実
施

段
階
と
な
っ
て
お
り
、
22
年
7
月
21
日
、

国
家
標
準
化
管
理
委
員
会
は
「
22
年
の

C
O
2

排
出
量
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
お
よ
び
国
家
基
準
専
門

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
お
よ
び
関
連
基
準
の

英
文
版
計
画
」
を
通
知
し
た
。
計
画
で
は

22
年
よ
り
1
〜
2
年
の
期
間
で
策
定
予
定

の
72
の
国
家
基
準
（
新
規
56
、
改
正
16
）

お
よ
び
同
時
に
英
文
版
も
策
定
す
る
44
の

国
家
基
準
が
リ
ス
ト
化
さ
れ
て
い
る
。
具

体
的
に
は
森
林
や
陸
地
生
態
シ
ス
テ
ム
の

炭
素
吸
収
に
関
す
る
基
準
、
個
別
産
業
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
算
定
方
法
、
風

力
発
電
や
C
C
U
S
に
関
す
る
技
術
仕

様
、
生
活
ご
み
の
処
理
施
設
、
最
終
処

分
場
に
関
す
る
技
術
要
求
、
水
素
エ
ネ
ル

ギ
ー
関
連
設
備
に
関
す
る
技
術
要
求
等
が

あ
る
。

4
．展
望

　

中
国
を
取
り
巻
く
外
部
要
因
と
し
て
、

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
が
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
与
え
る
影
響
や
米
中
対
立
な
ど
不
安
な

要
素
も
あ
る
が
、
解
振
華
気
候
変
動
事
務

特
使
は
22
年
5
月
に
雑
誌
「
財
新
」
が
行
っ

た
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
、
前
者
に
つ
い
て
は
、

現
下
の
情
勢
で
火
力
や
原
子
力
を
稼
働
さ

せ
る
こ
と
に
関
し
て
「
一
時
的
な
困
難
は
一

時
的
な
解
決
策
で
解
決
す
べ
き
だ
が
、
長

期
的
な
目
標
は
堅
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」
と
し
、
後
者
に
つ
い
て
も
「
米
中
双

方
は
現
在
も
緊
密
に
連
絡
を
取
り
合
っ
て
」

お
り
「
気
候
分
野
で
の
協
力
関
係
を
推
進

す
る
こ
と
が
相
互
に
重
要
」
と
述
べ
た
。

中
国
が
3
0
6
0
目
標
達
成
に
向
け
た

取
り
組
み
を
行
う
方
針
に
変
わ
り
は
な

く
、
ま
た
本
稿
の
と
お
り
そ
の
取
り
組
み

は
網
羅
的
か
つ
計
画
的
に
進
捗
し
て
い
る
。

他
方
、
資
金
や
技
術
な
ど
解
決
す
べ
き
課

題
が
山
積
し
て
い
る
こ
と
も
事
実
で
あ
り
、

そ
こ
に
日
本
と
中
国
の
協
力
可
能
性
も
存

在
す
る
と
思
わ
れ
る
。


